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はじめに

議員諸君、気候変動と戦い、中流階層を強化し、（先住
民との）和解の道を歩み、カナダ人の安全と健康を維持
して、この不確かな世の中でカナダが成功の道を進む上
で、カナダ人は貴方たちに期待しているのだ（１）。

2019年10月の総選挙でかろうじて少数派与党の座を保持
したジャスティン・トルドー（Justin Trudeau）連邦自由
党政権の施政方針説明となる同年12月５日の議会開会演説

（Speech from the Throne）で、カナダ総督ジュリー・ペイ
エット（Julie Payette）はこのように述べた。挙げられた
点の多くは、2015年のトルドー政権第一期からの目標であ
り、政権は個々の問題への取り組みと成果を折に触れて強
調してきたが、実際にはその多くで改善が進まないままで
ある。翌日の下院議会では、議会開会演説を受けて、野党
第一党である連邦保守党のアンドリュー・シーア（Andrew 
Sheer）党首が、半数以上の国民が月末には口座にわずか
200カナダドル以下しか所持できていない現状を紹介し、
2019年９月には世界大恐慌以降で最大規模の個人破産が発
生するなど中流階層が苦しんでいる点や、仕事を持ちなが
らフードバンクを利用している人数が過去３年間で27％も
増加している点を批判した（２）。年が明けて2020年１月29
日の下院議会では、ヌナヴット準州選出の新民主党所属マ
ミラーク・カカック（Mumilaaq Qaqqaq）議員から、同地
の子供達の７割が空腹状態で登校している深刻な現状が指
摘され、トルドー首相も、北方地域での栄養面での対応
はかなり改善されてきたと述べながら、まだ多くの問題が
残っていると認めた（３）。2018年秋に「カナダ史上初の貧
困戦略」を発表した自由党政権は（４）、さらに翌2019年６
月には「カナダ史上初の食料政策」を公表して、この問題
でのイニシアチブを発揮しようとしているが（５）、政権の
真価がこれから問われる段階なのである。

トルドー政権の基本方針にも関わるフードセキュリティ
は、貧困の問題と直接的に結びつくが、これまで、カナダ
においては非政府組織がその緩和に一定以上の役割を果た

してきた。本稿が扱うフードバンクもその１つである。そ
れゆえ、この組織の歴史と現状を検証すれば、カナダの貧
困対策の特徴や課題の一端が見えてくる。40年近いフード
バンクの歴史を持つカナダでは、この食料チャリティ活動
に対する根強い反対意見も聞かれる。そうした指摘を踏ま
えてフードバンクの現状を把握し、カナダの貧困政策の問
題やフードバンクの意義や可能性を検討するのが、本稿の
主たる目的である。

１．フードバンクとは何か

フードバンクは、フードセキュリティを満たすための支
援を行うボランティアベースの活動であり、小売業者や個
人から集めた食料品などを必要な人々に分配する事業を指
す。フードセキュリティについては、1996年11月に国連食
糧農業機関（FAO）が主催した世界食糧サミットでの定
義がしばしば引用されるが、すなわち、「すべての人々が、
自分たちの必要を満たし、活動的で健康的な生活を送るた
めの嗜好を満たすに十分かつ安全で栄養価のある食品に対
して、物理的、社会的、そして経済的なアクセスをいつで
も得られている時、フードセキュリティがある」状態とみ
なされる（６）。この実現困難な目標に向けた支援活動の歴
史は非常に長く、救貧院やスープキッチンなど多岐にわた
る。

その中では比較的新しい事業であるフードバンクは、食
品ロスの解決とも結びつく点が特徴的である。日本の消費
者庁によれば、「包装の印字ミスや賞味期限が近いなど、
食品の品質には問題ないが、通常の販売が困難な食品・食
材を、NPO等が食品メーカーから引き取って、福祉施設
等へ無償提供する」のがフードバンク活動である（７）。実
際には寄付対象者は多様であり、扱うものも食料品に限ら
ないし、他にも派生的な活動を展開しているが、それが食
品ロスの削減と貧困層の支援の両面を主眼に置いているの
は間違いない。日本では2019年10月１日から食品ロス削減
推進法が施行され、その一環でフードバンク支援が謳われ
ているが、それはすなわち、日本が貧困層への食料支援と
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いう以上に食品ロスの問題に対する関心でフードバンクを
捉えているとの指摘も見られる（８）。

農林水産省食料産業局の委託で三菱総合研究所が2014年
３月に作成した報告書によれば、日本のフードバンク事業
は2000年に活動を開始したセカンドハーベスト・ジャパン
を嚆矢として、主に21世紀以降に発展してきた（９）。特に
2010年代以降急速にその数を増やし、2019年11月の段階で
は、すでに110を超える団体が国内で活動している（10）。フー
ドバンクは、日本のボランティア活動において明らかにそ
の重要性を増しつつある。

その起源に遡れば、世界最初のフードバンクは、1967年
のアメリカ合衆国アリゾナ州フィニックスに誕生した聖メ
アリー・フードバンク（St. Maryʼs Food Bank）であり、ジョ
ン・ヴァン・ヘンゲル（John van Hengel）というカトリッ
ク教徒がその創始者であった（11）。退職後に同地のスープ
キッチンで貧困者支援のボランティアをしていた彼は、廃
棄される前の食品を保管して配布することを思いつき、教
会の助祭を務めていたロバート・マッカーティ（Robert 
McCarty）と共に聖ヴィンセント・ド・ポール教会（St. 
Vincent de Paul）の食堂で細々とこの事業を始めた。それ
から２年後にダウンタウンに拠点を移したいと考えた彼
は、聖メアリー教会に相談し、使用されていなかった倉庫
と3,000米ドルを教区から借りて、マッカーティを共同事
業者としてフードバンクを本格始動させたのである。時代
はちょうどリンドン・ジョンソン（Lindon Johnson）大統
領の下で「貧困との戦い」への大号令がかかり、ベーシック・
インカムの亜種ともみなせる負の所得税（Negative Income 
Tax）の導入などが真剣に検討されていた頃である（12）。そ
の後アメリカ政府は貧困との戦いから撤退するが、フード
バンクはこの国に根付いていった。

アメリカのフードバンクはその後、政府の支援を受けな
がら組織化が進む。1975年には連邦政府の補助金で全米に
18団体が作られ、それが1979年の全国ネットワーク組織セ
カンド・ハーヴェスト（Second Harvest）の立ち上げ、そ
してさらに改組して2008年のフィーディング・アメリカ

（Feeding America）の誕生に繋がるし、法的にも、1976年
税制改革法（Tax Reform Act, 1976）の施行で食料品寄付
が税控除対象となったことが企業の慈善活動への協力を後
押しした他、無償かつ善意の活動は失敗しても責任を問わ
ないとする1996年のビル・エマーソン良きサマリア人の
食料寄付法（Bill Emerson Good Samaritan Food Donation 
Act）に収斂される寄付者保護の法律で、アメリカのフー
ドバンクは発展を遂げていった（13）。

フィーディング・アメリカの2019年の報告書によれば、
この組織だけで年間に国内200のフードバンクを通じて
4,000万人以上の人々に計42億食を提供している（14）。そし
て1981年以降はカナダを皮切りにフランス、ニュージーラ
ンド、ベルギーなどにも進出し、1998年の韓国以降、日本
を含めたアジアでも展開していくのである。

２．カナダのフードバンクの発展と展開

アメリカ合衆国におけるフードバンク誕生から約14年遅
れて、世界で２ヶ国目の、そしてカナダ初のフードバンク
が1981年にアルバータ州エドモントンに誕生した（15）。その
前年４月に市内の聖心（Sacred Heart）カトリック教会で
出会った２人が、市内諸団体から15名の代表を招いてエド
モントン落穂拾い人協会（Edmonton Gleaners Association）
の準備委員会を立ち上げたのが出発点となった。その活動
はすぐに国内他地域からも注目されて、トロント以下、各
地に次々と新しいフードバンクが設立された。特に当初
はアルバータ州、ブリティッシュ・コロンビア（以下BC）
州など西部諸州を中心に増加し、その後、オンタリオ州
やケベック州、さらに大西洋岸諸州にまで広がった。その
総数は４年後の1985年の時点で94団体に増えているが、そ
のうちBC州が53団体と抜きん出ており、アルバータ州の
14 ヶ所、オンタリオ州の６ヶ所、そしてニューブランズ
ウィック州の５ヶ所がそれに続いた（16）。

それに先立つ1970年代後半は、食への不安が高まった時
代である。さらに1980年代初頭は第二次オイルショックを
契機とした世界的な不況期を迎えて、カナダでは、1982年
12月には実質GDP成長率はマイナス4.1%と大きく落ち込
み、失業率は13.10％に上昇した（17）。1984年までの４年間
に貧困線以下で生活する国民は87万人も増えて435万人に
達し、家族単位でも26万世帯増えて100万世帯の大台を突
破した（18）。特に西部諸州の経済的打撃は大きく、アルバー
タ州では同じ期間中に貧困世帯の数は世帯総数の8.3%か
ら16.3%へとほぼ倍増したし、BC州でも9.4％から15.5％
へと73％増加した（19）。そのような状況に行政が十分に対
応できなかったことが、特にこの２州でフードバンクが急
速に広がった原因と考えられる。フードセキュリティに
関するカナダの代表的な研究者のグレアム・リッチィズ

（Graham Riches）も、この時期の西部カナダで社会扶助や
失業保障の取り扱いが急増し、あわせて州政府の社会政策
上の支出の厳しい削減策が採られたことを鑑みれば、同地
でのフードバンク急増は当然だったと論じている（20）。カ
ナダ政府はこの頃からいわゆる新自由主義政策を採用する
ようになり（21）、結果として収入格差は拡大し、フードセ
キュリティの問題も広がっていた。カナダのフードバンク
は、まさにそうした時代と共に歩み始めたのである。

カナダのフードバンク黎明期の特徴として、カトリック
教徒のネットワークを利用しながら、アメリカ合衆国の活
動の影響を強く受けた点を指摘できる（22）。エドモントン
の創始者たちは準備段階からアメリカのフードバンク創始
者の１人であるマッカーティに助言と指導を求めたし（23）、
ヴァン・ヘンゲルも1985年にトロントで開催されたカナダ
初のフードバンク全国大会に招かれている（24）。もちろん、
フードバンクは特定宗教のみに結びつく活動ではない。エ
ドモントンのそれも他宗派やNGOも巻き込んで立ち上げ
られたし、他の団体も同様である。現在、エドモントンの
フードバンクを傘下に置くフードバンクス・カナダ（以下
FBC）も、「人種、出身国、民族的出自、市民権、肌の色、
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宗教、性別、性的指向、収入源、年齢、あるいは精神的・
肉体的な能力にかかわらず」必要とされる食料や手助けを
提供すると謳っている（25）。とはいえ、その組織化や利用
状況などに宗派が影響してきた可能性は拭えない（26）。

1980年代に急増したフードバンクの多くは、1987年には
カナダ・フードバンク協会（Canadian Association of Food 
Banks）の名の下で連携して、それが現在のFBCとして、
国内最大のフードバンク機構を形成している。上に述べ
たとおり、かつてはBC州やアルバータ州が活動の中心で
あったが、今はオンタリオ州やケベック州で増加してい
る。FBC傘下各州のフードバンクが2018年３月に提供した
食事・軽食数を比較すると、オンタリオ州163万食、ケベッ
ク州160万食に対してアルバータ州は75万食、BC州は40万
食であるし、月間訪問者数も前２州がそれぞれ32万人、36
万人なのに対して後の２州は10万人と13万人と大きな差が
見られる（27）。そしてこれらの４州だけで、利用者数では
国全体の82.5％を、そして食事・軽食数でも77.3％を占め
ている。2019年には、カナダ全土で３月の１ヶ月間に108
万人がフードバンクを利用したが、フードインセキュリ
ティに苦しむ人口が400万人超と考えられているので、そ
のうちおよそ４分の１の人々を助けている計算である（28）。

なお、アメリカと比較すると、カナダのフードバンク
は公的支援に頼る割合が低い。アメリカの場合と同様に
カナダでも、州や市町村の行政もフードバンクには特に
立ち上げの時期には協力的だったが（29）、連邦政府の関与
は、2019年以前は極めて限定的であった。また、フードバ
ンクの側も公的支援よりもユナイテッド・ウェイ（United 
Way）のような民間基金に頼る場合がしばしば見られる（30）。

総じて北米のチャリティは専門化・巨大化していく傾向
があるが、カナダのフードバンクも、もはや本格的な大規
模事業体である。FBCは2018年度には1,414万カナダドル

（以下ドル）の固定資産を有し、年間収入4,443万ドル、同
支出3,912万ドルを計上している（31）。エドモントンに限っ
ても、年間予算270万ドルで、30名の専属スタッフを抱え、
11台の配送トラックを所有して、年300万キログラム以上
の食料を取り扱っている（32）。FBCは現在600以上のフード
バンクを傘下に置き、国内のフードバンク利用者のおよそ
85％に対応している（33）。この組織は、カナディアン・パ
シフィック鉄道などの国内輸送機関やケロッグ、クラフト
などの食品製造業大手、ウォルマートなどの小売業大手
と提携して全国食料共有システム（National Food Sharing 
System）を作り、傘下の組織に効率良く食料や物資を提
供している（34）。各フードバンクは、その運営の仕方や活
動において多様化を進めている。バンクーバーやエドモン
トン、カルガリなどの一部事業所では寄付を受け付けるだ
けではなく食品をディスカウント価格で購入しているし、
食品を中央倉庫に集める所もあればパントリーと呼ばれる
個人への配布拠点で管理している所もある（35）。あるいは
ホテルやレストランなどから直接寄付品を届けている所も
ある。パントリーで受け取る個人受給者は、電話もしくは
直接の面談で必要状況を確認して登録した上で、指定され
た日時に決められたセット（ハンパー）を受け取るのが一

般的だが、認められたポイントの範囲で商品棚から希望の
品を選べる所もある（36）。

そして、もはや食料を集めてそれを協賛団体や必要な人
に届けることだけがフードバンクの役割ではなくなってい
る。情報提供、就業支援、教育・訓練なども実施している
FBCは、利用者情報も収集・分析しており、「食料品の配
布に加えて、フードバンクはコミュニティの健康を測る『体
温計』」だと自認している（37）。FBCの報告書には政府への
政策提言がなされているが、2019年の提言は国中での安価
な幼児教育やチャイルドケアの提供、オンタリオ州で失敗
に終わったベーシック・インカムの実験を国全体で実施す
ること、住宅手当の実施などを含み、フードバンクの元来
の役割を超えている（38）。つまり、フードバンクは貧困問
題に総合的に取り組む慈善事業体と化しているのだ。

FBCには加わらずに独自の活動を展開する組織もある
が、それらも特徴的な事業を行なっている。たとえばトロ
ントでは、デイリー・ブレッド（Daily Bread）とノースヨー
ク・ハーベスト・フードバンク（North York Harvest Food 
Bank）がFBC傘下であるが（39）、それ以外の諸団体のうち、
ザ・ストップ（The Stop Community Food Center）は、先
住民居住区に拠点の１つを置き、既存のフードバンクとは
一線を画しながら、人的交流や薬草・ガーデニングの知識
共有にも力を入れている（40）。また、ベジタリアンのため
のフードバンクも存在している（41）。ハラル食を提供する
イスラム教徒のためのフードバンクも出来ている（42）。今
や宗教や人種・民族の壁を超えて、カナダのフードバンク
は多様化を続けている。

３．�フードバンクとカナダの食料政策が直面する
問題

もはや国民の間に完全に定着したように見えるフードバ
ンクであるが、「はじめに」でも述べたとおり、特にカナ
ダでは根強い批判が出ている。その代表格は、フードバン
クが受給者から自立の精神を奪い、支援に依存する構造を
生み出してしまうという議論である（43）。それは、食料チャ
リティに限らず福祉政策全般に関わるテーマであるが、自
助を重視する理想は理想として、現実にフードセキュリ
ティの問題が広がっている以上、何らかの支援が必要なの
は明らかであろう。また、これも福祉活動に対してよく聞
かれる批判であるが、フードバンクが利用者にとって汚辱
感（stigma）の原因になっているとの指摘も見られる（44）。
実際にそうした意識が利用を妨げる一因になっているのは
明らかであり、それに代わって寄付金に基づくデビット・
カードのようなカードを使って食料雑貨店やスーパーマー
ケットで生活必需品が購入できるフード・フォー・フレン
ズ（Food for Friends）の活動も注目されているが（45）、財
源が限られており、基本的に複数回の需給は推奨されてい
ない（46）。結局のところ、提供できるサービスには限界が
あるのだ。

それ以外の重要な問題点について、専門家であるリッ
チィズとヴァレリー・タラサク（Valerie Tarasuk）の2014
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年の論考を踏まえながら、以下に紹介する（47）。２人の批
判は、フードバンク自体が持つ限界と、政府の無策をチャ
リティの美名の下で放置してしまう点に主に向けられてい
る。

まず、フードバンク自体の限界であるが、それが助けを
必要とする全ての人々に十分な食料と物資を提供できてい
ない点が最大の問題である。本当に助けが必要な人々のう
ち、フードバンク利用者は４分の１程度に過ぎないが、パ
ントリーの営業時間が限られていることや長い行列に並ば
ざるを得ないこと、情報不足といった障壁以前に、そもそ
もフードバンクが自分たちの必要を満たしてくれない不信
感があるのだという（48）。この不信感が情報不足に基づく
可能性もあるにせよ、チャリティが限定的にしか提供でき
ていないのは否めない。実際に多くのフードバンクは、利
用者への直接的な食料提供については、月に１回、登録し
た利用者に１週間分のハンパーを配布できているに過ぎな
い（49）。リッチィズらは、利用者にとって「食料チャリティ
は、そのデザイン上、利用者の食の必要を完全に満たすこ
とを目指しておらず、むしろ短期的で『緊急的』な救済を
目的としている」ために、それでは貧困撲滅の助けにはな
らないと批判している（50）。実際、50年以上のフードバン
クの長い歴史を持つアメリカ合衆国で、貧富格差や貧困問
題が解消されないのは象徴的であるし、それがカナダでは
福祉国家としての限界を迎えた1980年代以降に拡大した点
も無視できない。

カナダ政府による「健康な食生活のための食品ガイド
（Canadaʼs Food Guide to Healthy Eating）」に照らして、ジェ
ニファー・アーウィン（Jennifer D. Irwin）らが2007年に
オンタリオ州南西部で実施した調査では、受給される食
品セットには必要十分な栄養素が含まれていなかった（51）。
具体的には、特に生鮮食料品などの不足が指摘されるが、
それらをどこまで満たすことがフードバンクに求められる
べきかどうかであろう。フードバンクの支援は補助的な範
疇から外れるものではない。実際、FBCが全体として扱う
食料品のうち、40％が卵、牛乳、果物、野菜、フルーツな
ど生鮮食料品であるし、たとえばエドモントンのフードバ
ンクでは、寄付される食品に占める生鮮食料品の割合は
85%に達する（52）。つまり、諸団体が缶詰や保存食ばかり
扱っているイメージがあるとすればそれは誤解であり、単
純に支援の総量が問題なのだ。

続いてリッチィズとタラサクの２点目の批判に移るが、
フードセキュリティへの対応は、それを必要とする人々に、
より広範かつ平等にもたらされるべきであり、そこには本
来、行政の介入が不可欠となる。カナダ政府は新自由主義
政策にシフトした1980年代以降、国内の富を再分配する機
能を弱め、その役割を放棄してきたことが最大の問題であ
り（53）、フードバンクはその代替とはなり得ない。アメリ
カなど海外のフードバンクを研究している小関隆志はこの
議論を食料権利論者からの立場として、端的に次のように
紹介している。

食料権利論は、新自由主義的福祉改革が飢餓に苦しむ大

勢の貧困層を生み出したことを強く批判するとともに、
フードバンクに対しても否定的である。すなわち、食料
への権利を守る第一義的な責任は政府にあるのに、フー
ドバンクは食料への権利を脱政治化して慈善活動にすり
替えているし、また、フードバンクが食料を配給しても
すべての貧困層に十分行きわたらず、問題の解決につな
がらないという（54）。

こうした議論が、カナダのアカデミアに根強く見られるの
は事実であるし、カナダの公的扶助が足りないゆえに（55）、
そしてフードバンクが公的支援を十分に受けてこなかった
状況ゆえに特に問題視される傾向にある。しかし、こうし
た批判はフードバンクの存在意義自体を否定するものでは
あるまい。要は政府による包括的なフードセキュリティ政
策と並行してチャリティが行われるべきなのである。

フードバンク利用者数は2010年以降やや微減傾向にある
が、FBCの2019年報告書によれば、2016年から2019年の傾
向として、65才以上のシニア層の利用者が他を圧倒して
29.8%増加しているという（56）。これは、高齢者の貧困問題
にはカナダは政策介入によって比較的うまく対応できてい
るとする一般的な評価とは矛盾した状況である（57）。2020
年２月24日にカナダ統計局が発表したデータによれば、
2017年から2018年にかけて、貧困線以下で暮らす人口は
9.5％から8.7％に減少している（58）。65才以上を含む全ての
年齢層で、貧困率はこの２年間では微減傾向にあるし、ピー
ク時の2012年に比べれば大幅な減少が見られる。それにも
かかわらず、直近の３年間で特に高齢者のフードバンク依
存率が増えている事実は、政府の政策と補完的にフードバ
ンクが果たす役割がいまだ大きいことも説明している。

当然ながら、ここから先は行政の介入が期待されるべき
である。2019年のトルドー政権は、１億3,400万ドル規模
の食料関連支出を発表して、そのうち5,000万ドルを地域
の食のインフラ基金（Local Food Infrastructure Fund）に
充てている（59）。プロジェクト毎に最大２万5,000ドルの資
金を得られる第１期の募集はすでに終わり、2020年にはよ
り大きなプロジェクトに対する第２期の募集がかかる予定
であるが（60）、フードバンク関係者は概してこの連邦政府
の介入を高く評価している。こうしたサポートが重要なの
は間違いないし、政府が積極的に支援に乗り出したのは朗
報だが、福祉政策全体としては、フードチャリティを利用
しない人々に行政の手を届かせる方法が大きな課題として
残るのである。

むすび

国連開発計画（UNDP）の持続可能な開発目標（SDGs）
17項目のうちのいくつかの項目―「貧困をなくそう」、「飢
餓をゼロに」、「全ての人に健康と福祉を」、「人や国の不平
等をなくそう」など―に直接結びつくフードセキュリティ
に対する関心は、日本でも高まりを見せている（61）。フー
ドバンクの先行事例となるカナダの取り組みは、我が国の
今後の活動展開にも重要な示唆を与えてくれる筈である。
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アメリカの影響を受けて誕生・発展してきたカナダの
フードバンクは、組織化・専門化が進み、企業を味方につ
けてウィン・ウィンの関係を構築し、多くの貧困家庭の食
料の拠り所となってきた。他方で、結局はそれが貧困問
題の根絶に繋がっていないという批判や福祉につきもの
の汚辱感が払拭できない問題もある。しかしそれらは、カ
ナダにおけるフードバンクの存在意義自体を否定していな
いし、現実に、その利用者数が減らない事実は無視できな
い。政府の福祉行政が改善されるのを待ちながら、同時に
フードバンクがより広範に発展していくことが期待されて
いる。

かつてカナダは、アメリカ合衆国とは方向性を異にして
「公正な社会（Just Society）」を目指した福祉国家であった
し（62）、今でも、隣国ではなかなかうまく実現できないユ
ニバーサル・ヘルスケア制度を機能させていることもあっ
て、特にアメリカとの対比で福祉政策が比較的うまくいっ
ているとの評価も見られる（63）。しかし、フードバンクの
歴史がカナダで始まった1980年代以降、貧富格差は広が
り、貧困やフードインセキュリティが深刻化している点は
等閑視できない。その状況に対するアカデミアの冷めた見
方、すなわち問題解決は行政の仕事であり、フードチャリ
ティは効果がないという議論が見られる一方で、フードバ
ンク利用者数は好況下でもほとんど減らず、その活動は多
様化している。研究者たちが主張するように、「社会保障
の民営化が常に否定や無関心を相伴う」とは限らない（64）。
2030年までにカナダは飢えを根絶して全ての国民がいつで
も安全かつ栄養のある十分な食料にアクセスできるように
するとの目標を掲げているが（65）、その実現にはフードチャ
リティの協力が不可欠であろうし、他方で利用者以外の
フードセキュリティを確保する政策も必要である。いずれ
にせよ、２期目を迎えたトルドー政権とその後継政権には、
食と貧困の問題に正面から取り組むことが期待されるが、
その間、カナダのフードバンクの役割と重要性は、増えこ
そすれ減ることはなさそうである。
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